
財務諸表から得られる情報：

【行政コスト計算書】 （単位：千円）

科　　目

通常収支の部

　Ⅰ　行政収支の部

　　１　行政収入

　　２　行政費用（a）

　　　　　うち給与関係費

　　　　　うち扶助費

　　　　　うち補助費等

　　　　　うち投資的経費

　　　　　うち減価償却費

　Ⅱ　金融収支の部

　　１　金融収入

　　２　金融費用（b）

　　　　　うち公債費（利子）

通常収支差額

特別収支の部

　　１　特別収入

　　２　特別費用

当期収支差額

一般財源充当（又は共通）調整

再計（一般財源調整後）

【１規模当たりの行政コスト】

区　　分

行政コスト(A=a+ｂ) 203,450,736 千円

都人口　(B) 13,885,101 人

都民１人当たりの行政コスト (A/B) 14,652 円

※都民１人当たりの行政コスト = (行政費用+金融費用) / 東京都の人口

【貸借対照表】

科　　目

資産の部

　Ⅰ　流動資産

　Ⅱ　固定資産

　　　　　うち行政財産

　　　　　うちインフラ資産

　　　　　うち建設仮勘定

資産の部　合計

負債の部

　Ⅰ　流動負債

　　　　　うち都債 

　Ⅱ　固定負債

　　　　　うち都債 

負債の部　合計

正味財産の部　合計

負債及び正味財産の部　合計

平成30年度

6,146

97,424,702

31,970,094

73,579

754,033

178,782,942

17,579,110

36,344,793

△ 113,535,367

平成30年度

△ 226,201,566

112,666,199

3,312,085

62,413,854

△ 167,099,797

24,667,794

24,070,010

180,237,442

13,793,382,846

12,295,936

14,621,894,004

平成30年度

14,634,189,940

587,880,402

（注１）政策連携団体である東京都道路整備保全公社を連結の範囲に含んでいる。
（注２）連結した数値は道路整備保全公社全体の数値であり、建設局の道路事業ではない区市
　　　　からの受託事業や自主経営事業等についての情報を含んでいる。

1,917,366,286

12,716,823,654

1,807,490,593

1,792,895,446

109,875,693

100,761,656

14,634,189,940

事業別連結情報

事業の概要 ： 道路事業は、道路・橋梁の維持管理及び整備を行っている事業である。

事業の規模 ： 東京都の人口（平成31年4月1日現在） 13,885,101人

【道 路 事 業】


